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2018 年 11 月 23 日 

長門市議会 

議長 武田新二 殿 

総務民生常任委員会 

副委員長 江原達也 

 

総務民生常任委員会行政視察報告 

 

１．視察日程 

2018 年 11 月 5 日（月）～2018 年 11 月 7 日（水） 

 

２．視察先・項目 

 

（１）愛知県 東海市 

・・・・「いきいき元気推進事業」について 

 

（２）三重県 津市 

・・・・「ユニバーサルデザインのまちづくり」について 

 

（３）奈良県 橿原市 

・・・・「子ども総合支援センターの取り組み」について 

 

３．視察参加者 

委 員 長     吉津弘之 

副委員長  江原達也 

      委  員  三 輪 徹 

      委  員  長 尾 実 

      委  員  岩藤睦子 

      委  員  橋本憲治 

      委  員  綾城美佳 

 

４．視察内容 

 

     別 紙 

以  上 
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視 察 先 愛知県 東海市 

対 応 部 署 東海市役所 市民福祉部健康推進課 

視 察 日 程 2018年 11月 5日（月）14：00～16：00 

視 察 項 目 「いきいき元気推進事業」について 

 

 

 

自治体概要 

面 積 43.43㎢ 人 口 114千人 

65歳以上人口 24千人 高齢化率 21.5％ 

【特色】1969年に、知多半島の西北端に位置する上野町と横須賀町の合併により、

愛知県で 23番目の市として誕生。心地の良い公園が点在する緑豊かな町であり、道

路や鉄道も整備され、名古屋中心部や中部国際空港へのアクセスも便利。また、中部

圏最大の鉄鋼基地であり、県下有数の生産量を誇る「洋ラン」を始め、全国有数の「フ

キ」の産地として、農業や商業、工業がバランス良く発展している。カゴメ創業者の

蟹江一太郎（東海市初の名誉市民）の出身地であり、1903年に当地で初めて国産ト

マトソースの製造に成功した。 

内  容 

１．「いきいき元気推進事業」の概要（資料１～７参照） 

（１）東海市の現状 

  ①高齢化率（21.5%）は全国平均・県平均より低いが、着実に高齢化社会へ。 

  ②平均寿命（男性 78.4歳、女性 85.4歳）が県内で低い（78市町村で男性 68位、女性 43位）。 

  ③医療費が高齢者ほど高額。50歳を超えると急激に増加。 

  ④市民の健康意識が低い。特定健康診査受診率が、60歳になるまで男女とも 50％以下。 

（２）導入経緯・目的 

①市長が全庁的な取り組みとして、市民の「健康づくり」と「生きがいづくり」を打ち出す 

②市の今ある社会資源を活用し、健康分野だけでなく、都市基盤や生涯学習・生涯スポーツなど様々

な分野からの連携を図り検討する。 

 

 

（３）推進体制 

  ①企画政策課内に「いきいき元気推進担当」を設置。 

  ②いきいき元気推進委員会を設置（職員 42人）・・・委員は、次長級から新人まで幅広く任命 

（４）事業概要 

①「運動応援メニュー・食生活応援メニュー」の作成 

   ≫健康診断結果と日頃の生活習慣から一人ひとりにあったメニューを作成（18歳以上無料） 

   ・運動応援メニュー・・・個人にあった「ウォーキングペース」や「運動の強さ」「運動量」 

   ・食生活応援メニュー・・個人にあった「エネルギー（カロリー）量」や「ご飯と野菜の目安量」      

②メディカルステーション開設 

≫市民の健康づくりを応援。治療中の方でも安心して健康づくりに取り組めるよう応援する施設。

東海市医師会・東海市歯科医師会・東海市薬剤師会と連携。 

③ペース体感ゾーン設置（市内 10か所） 

将来ビジョン：ひとりひとりが いきいきと 笑顔でいられるまち 
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   ≫自分にあったウォーキングペースが体感できる。 

 ④運動ステーション開設（市内 5施設） 

   ≫有酸素運動と筋力トレーニングが出来る設備やプログラムを完備。 

≫インストラクターがしっかりサポート。 

 ⑤食生活ステーション認定（市内 32店舗） 

≫コンセプトはおいしく健康。認定基準に合格した、食生活応援メニーを提供するお店。 

⑥企業への出前講座開催 

≫働く世代の健康づくりを応援。市内の事業所へ出張し、運動・食生活応援メニューを活用して、

従業員の健康づくりを支援。 

⑦みんなでウォーキング開催 

   ≫市民団体が企画・運営しているウォーキングイベントを一本化。 

 

 

 

⑧平成 27年度健康寿命延伸産業創出推進事業（経済産業省） 

   ≫いきいき元気推進事業×名古屋鉄道（MANACAマナカ） 

    ・ポイント付加＝ウォーキングイベントなどに参加＋健康応援ステーション利用 

２．トマト de健康プロジェクト：トマトをとおして市民・地域の健康づくりを応援するプロジェクト 

 （１）「トマト de健康まちづくり協定」：平成 26年 4月：カゴメ発祥の地であり、カゴメ(株)と協定 

 （２）「東海市トマトで健康づくり条例」：平成 26年 9月制定 

    ・毎月 10日はトマトの日・・毎月 10日をトマトの日と定め、市内の保育園・小中学校で 

トマト給食を実施、トマト新聞配布。 

・トマトジュースで乾杯・・市民の健康的な食生活に向け、トマトジュースによる乾杯を推奨。 

３．年間予算：35,000千円程度 

  臨時職員費用（保健師・看護師）・しあわせ村指定管理料 19,000千円＋トマト記念館運営費（食生

活推進員費用・賃貸料）15,000千円＋企業訪問費用（保健師・管理栄養士）若干 

４．事業の取組効果 

項目 24年度 29年度 推移 項目 24年度 29年度 推移 

健康寿命（男性） 78.55歳 79.78歳 向上 食生活の改善に取組む 26.3% 30.1% 向上 

健康寿命（女性） 82.77歳 83.13歳 向上 市内施設が健康に取組み易い 59.6% 65.2% 向上 

健康作り取組み 49.9% 57.2% 向上 健康応援ｽﾃｰｼｮﾝ制度を認知 10.8% 14.0% 向上 

５．今後の課題（担当課） 

（１）健康作りに対する意識が 2極化。興味の無い層へのきっかけ作り、高齢者への継続性支援。 

（２）壮年期層（30代～40代）の意識を高める為に、企業への出前講座の強化。 

６．視察を終えて（所見） 

長門市も健康寿命の伸張に取組み始めており、東海市の事例は大いに参考になった。何より、健康 

に対し、運動・食生活の両面からアプローチされており、施策が効果となって表れている。 

長門市も手遅れにならないよう、早急な施策展開が必要である。          以 上 

平成 25 年第 1 回健康寿命をのばそう！アワード 

～厚生労働省健康局長優良賞～受賞 
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視 察 先 三重県 津市 

対 応 部 署 津市役所 政策財務部政策課 

視 察 日 程 2018 年 11 月 6 日（火）13：30～15：30 

視 察 項 目 「ユニバーサルデザイン（ＵＤ）のまちづくり」について 

 

 

 

 

自治体概要 

面 積 711.19 ㎢ 人 口 281 千人 

65 歳以上人口 78 千人 高齢化率 27.90% 

【特色】津市は、三重県の中央部に位置しており、伊勢湾から奈良県境までの 

約 711km²の広大な市域を有し、気温は温暖で豊かな自然に溢れている。中部・近

畿両圏の結節点として交通のアクセスにも恵まれ、さらに、津市と中部国際空港を

約 45 分で結ぶ高速船ターミナル「津なぎさまち」もあり、海外へのアクセスも良

好である。津市は、昔から伊勢神宮への参拝客の宿場町として賑ってきたが、今で

は三重県の県庁所在地として、国・県の多くの行政機関はもとより、企業の本社・

支店・営業所等が集中する三重県の産業・経済の中心地である。 

内  容 

１．「ユニバーサルデザイン（ＵＤ）のまちづくり」の概要（資料８～１０参照） 

（１）導入経緯・目的 

  ①ユニバーサルデザイン（ＵＤ）とは、初めからできる限り多くの人が使いやすいデザインを考え、 

   そもそもバリアを作らない社会を目指すもの。 

  ②津市では、年齢や性別、文化、障害の有無になどに関わらず、誰もが暮らしやすい社会を実現す

る為には、ユニバーサルデザインの観点は必要不可欠なものと考え、平成 20 年 3 月に策定した総

合計画で、「ユニバーサルデザインのまちづくりの推進」を目標に掲げる。 

  ③当該計画は、計画期間が終了したものの、現行の総合計画においても引き続き「ユニバーサルデ

ザインのまちづくり推進」を目標に掲げ、取組み進めている。 

（２）津市ユニバーサルデザイン連絡協議会の発足（平成２０年度） 

   市内でユニバーサルデザインの普及啓発を推進する団体間の連携強化と、行政等の関係機関との

協働を目的に発足。 

（３）津市ユニバーサルデザイン連絡協議会の活動内容 

  ①市内小中学校等で開催されるユニバーサルデザイン講座への講師の派遣 

年度 延べ受講人数 延べ実施回数 

平成 29 年度 １,１３４人 ３１件（学校２５回、団体等６回） 

平成 28 年度 ２,４９５人 ５９件（学校５０回、団体等９回） 

平成 27 年度 ３,３５５人 ６５件（学校５３回、団体等１２回） 

  ②ユニバーサルデザイン発表会の開催 

   ≫ユニバーサルデザイン講座を受講した小中学生等の発表の場として開催（年１回） 

  ③津市職員に対するユニバーサルデザイン研修への協力 

   ≫全職員を対象に、ユニバーサルデザインに関する講話、車いす体験、アイマスク体験などの疑

似体験、ワークショップを取入れた研修などを実施（延べ２,５３５名が受講） 

  ④各地域のイベントにおける啓発活動及び新たな活動団体の発掘 
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   ≫市内で開催されるイベント時でのユニバーサルデザインの啓発活動や、新たな活動団体や活動    

    に参加してもらう人の発掘 

２．ユニバーサルデザイン講座に対する市民の声 

 （１）ＵＤ講座を実施した学校や団体からは、「来年もお願いしたい」との好意的な反応が大半で、 

    実際、毎年受講する団体も多い。 

 （２）受講した子供たちの新たな気づきが生まれる機会となっている 

    「街中に、まだまだバリアが沢山あることが分かった」「当事者の大変さが分かった」・・・ 

３．ユニバーサルデザイン発表会の目的や実績 

 （１）発表会の目的 

   ①ＵＤ講座を受講した子供たちが、学んだことや感じたことなどの成果発表を通じて、ＵＤにつ

いて子供から大人まで幅広く学ぶ機会とし、理解を市民に一層深めていただくために、年に 1

度実施。 

   ②会場では、子供たちの発表に加え、疑似体験をしてもらうために、介助犬や聴導犬等について

のデモンストレーションを交えた講演や車いす体験、高齢者体験等の体験コーナーを開催。 

（２）発表会の実績 

   これまで、小学校２４校、中学校３校、高校１校が発表校となり、学校からは延４６５人、 

   一般来場者は延８１５名が参加。 

４．年間予算：６７３千円 

  ・ＵＤネットワーク構築事業に係わる委託料：１５０千円＋ＵＤ講座講師報奨金：３３５千円＋ 

   ＵＤ発表会に係わる経費：９０千円＋啓発パンフレット（５千部）の印刷・製本費用：９８千円 

５．今後の課題（担当課） 

 （１）各団体のメンバーの高齢化が進んでおり、後継者の確保が課題。 

 （２）受講者の大半を占める学校の、カリキュラム（道徳教育や英語）等の変化により、ＵＤ講座に

係わる授業時間の確保が課題。 

 （３）まとまった授業時間が取れない中で、ＵＤの心が着実に子供たちに根付き、広がるよう教員を

巻き込んだ取組みの展開が課題。 

６．今後の事業展開（担当課） 

 （１）引続きＵＤ講座や発表会を通じて普及啓発に取組み、ユニバーサルデザインのまちづくりを推

進する。 

 （２）ＵＤ活動を担う人材の確保や新たな団体の発掘など、ＵＤ講座を実施することが出来るようネ

ットワークの強化に努める。 

７．視察を終えて（所見） 

 （１）長門市の行政には、ユニバーサルデザインを、ただ建物のバリアフリー化や、トイレや階段に

手摺をつけるなど、物理的にお年寄りや、障害者に優しいものにすれば良いと思っている人が多

く、本当の意味でのＵＤの意味を理解してもらわないといけない。 

 （２）ＵＤの、初めからできる限り多くの人が使いやすいデザインを考え、そもそもバリアを作らな

い社会を目指すという考えを、長門市も子供の時から根付かせないといけない。   

 以 上 
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視 察 先 奈良県 橿原市 

対 応 部 署 橿原市 教育委員会事務局 

視 察 日 程 2018 年 11 月 7 日（水）10：00～11：30 

視 察 項 目 「子ども総合支援センターの取り組み」について 

 

 

 

自治体概要 

面 積 39.56 ㎢ 人 口 122 千人 

65 歳以上人口 33 千人 高齢化率 27.5% 

【特色】奈良県のほぼ中央に位置し、古くから地域の交通の拠点として重要な位置

を占め、大阪都市圏の外縁に位置する、奈良市に次ぐ県下第 2 位の都市。 

市名は、九州地方から渡って来た神武天皇が、「橿原の宮」に即位し建国したこと

に由来している。橿原神宮は、「橿原の宮」の地に創建され、神武天皇と皇后が祭

られている。また、万葉の昔を偲ぶ名勝「大和三山」や「飛鳥川」「曽我川」が昔

の情緒をとどめ、約 1300 年前からの姿を留める「藤原宮跡」など、史跡、文化財

等の歴史的遺産が数多く残されている。 

内  容 

１．子ども総合センター（平成 26 年 4 月開所）について 

（１）設立目的・施設概要 

①子ども総合支援センターは、乳幼児期から就学期に向け、保健・福祉教育等の総合的な視点から 

療育・リハビリ・相談・研修等を実施するために設立した。 

  ②白橿南小学校の北館校舎を改装。総事業費２億８,３００万円。（２億７,６００万円が地域経済活

性化・雇用創出臨時交付金） 

（２）組織について 

  ①子ども総合支援センターは、教育委員会こども発達支援課が担当。（資料１１参照） 

   ≫こども発達支援課は、「特別支援教育係」「相談支援係」「療育支援係」が連携しながら運営。 

  ②特別支援教育係の役割 

   ≫発達障害者支援体制整備事業、学校への発達障害に関わる巡回支援訪問、就学後の発達相談   

    発達障害・特別支援教育に関する研修 

平成２９年度 研修・講演会の実施状況 

               （ ）内２８年度 
「研修センター」としての役割 

教職員対象研修会 ６７回（３５回） ＊教職員対象研修（特別支援に関する研修）： 

  市内幼稚園・保育園・こども園・小中学校の職員 

＊講師派遣：市民を対象とした出前講座等 

＊ペアレント・トレーニング：保護者が対象 

＊ティーチャーズ・トレーニング： 

  小中学校の教員が対象 

市民対象講演会 1 回（１回） 

研修会への講師派遣 １７回（４２回） 

視察見学・研修 ９件（１６件） 

ペアレント・トレーニング １５名（１４名） 

ティーチャーズ・トレーニング ７名（１３名） 

③相談支援係の役割 

   ≫巡回支援訪問、就学前の児童の発達相談、乳幼児健診時の心理相談、医師等の相談、幼児療育 

    教室（乳幼児健診後のフォロー教室） 
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平成２９年度相談・巡回の状況 （ ）内２８年度 奈良県立医科大学付属病院の医師等相談 

乳幼児健診時の心理相談 293 件（274 件）  

 

 ・小児科医（１回/月） 

 ・精神科医（１回/月） 

 ・看護学科教授（１回/月） 

 

 対象：保護者・教職員・センタースタッフ 

すこやか子供相談 82 件（７７件） 

心理発達相談 724 件（648 件） 

電話相談 143 件（89 件） 

来所相談 33 件（39 件） 

巡回支援 320 件（200 件） 

医師による相談 46 件（58 件） 

幼児療育教室（3 月末）  

・ふれあい教室（1 歳 6 か月～3 歳 6 か月） 

・ぐんぐん教室（3 歳 6 か月～就学まで） 

111 名（113 名） 

72 名（64 名） 

39 名（49 名） 

④療育支援係の役割 

   ≫児童発達支援事業所「かしの木園」の運営、個別療育・集団療育、保護者支援 

   ≫「かしの木園」（児童発達支援事業所）・・通園事業による心身障害児訓練施設 

     ●利用状況：園児数２２７名（延べ利用状況：６,９７３名） 

     ・個別療育部門：理学療法士・言語聴覚士・作業療法士・心理士 

     ・集団療育部門：４名から８名の小集団による療育（1～３歳児・４～５歳児） 

     ・音楽療法（音楽療法士：1 回/月） 

     ・個別支援計画（りんくノート使用）の作成・・個別支援計画は小学校でも継続使用 

個別支援計画：保護者のニーズを反映した個別支援計画を作成し、個に応じた療育を提供 

        年間月間計画：年間計画を作成し、それを元に月間計画・日案を作成。療育者がチームで療育 

     ・白橿南小学校との交流・・児童・職員・ボランティアとの交流（苗植え・芋ほり体験等） 

     ・行事・・遠足（春・秋）、親子祭り（夏祭り・ﾊﾞｻﾞｰ）、お楽しみ会（ｸﾘｽﾏｽ会）・おわかれ会 

２．年間予算：４,９８０２千円（除一般職員人件費、含非常勤職員人件費） 

     ・子どもセンター管理費：７,７３３千円＋教育支援費：６,１１４千円＋教育療育支援費： 

      ２６,７５１千円＋発達支援費：９,４０４千円 

３．今後の課題（担当課） 

 （１）子供が、障害の有無にかかわらず、小学校で楽しく生活できる共生社会の形成を目ざしていく。 

 （２）「かしの木園」の専門職員（理学療法士・言語聴覚士など）の充実。 

４．視察を終えて（所見） 

 （１）橿原市のこども総合支援センターの充実ぶりは、長門市の、今後の障害を持つ子供たちの療育・

リハビリ・相談・研修事業等において大変参考になった。何より就学前の児童発達支援事業所

が教育委員会所管であり、障害を持つ児童を、同センターが就学後もずっとフォローする体制

であることはすばらしい。また、学校側も福祉部門の職員でなく、教育委員会の職員が継続フ

ォローすることで安心感がある。 

 （２）「かしの木園」の専門職員の大半が教育委員会の職員であり、専門職員の確保の面からも、長門

市も正職員として採用し、事業所に派遣するなどの検討が必要である。     以 上 
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